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　TOEIC（「英語のコミュニケーション能力を判定するための世界標準テスト」Test of 
English for International and Communication）、TOEFL（「外国語としての英語テスト」
Test of English as a Foreign Language）、E（lectronic）-learning、CASEC（「PC受験の
英語コミュニケーション能力判定テストComputerized Assessment System for English 
Communication」）、社内公用語、英語＝国際化、英語出来る人＝グローバル人材といった
種々の英語に関連する言葉がマスメディアで日々取りあげられている。またインターネッ
トがもたらした環境は、世界標準の言語になる機会を英語に与えたと言える。情報伝達手
段の発達によって地球はますます小さくなり、それに伴い英語は、その小さくなった地球
全体を覆いつつある。そこへ、ほかならぬ、インターネットという技術が最後の仕上げを
するように追いうちをかけているのである。１）日本では明治以来西洋への窓口であった
英語は、もはや憧憬や教養や学問の対象（文学、言語学）ではなく、世界的なコミュニケー
ションの「明確な手段」となりつつある。
　これまで英語教育には様々な議論があった中で、現在の英語のコミュニケーション中心
主義の発端は、1974年４月、当時の平泉渉参議院議員が試案「外国語教育の現状と改革の
報告」を自由民主党政務調査会に提出したことにあると思われる。その後の平泉議員と上
智大学渡部教授の英語論争は有名である。1991年４月中教審が「大学設置基準の大綱化」
を答申する以前、大学英語教育は、戦後ずっと大学１年、２年でもって計８単位必修であっ
た。しかし、それを大学の自主的な決定に任せると大学審議会が方針を変えたのである。
各大学でカリキュラムも自由に工夫してやりなさい。ただし、卒業単位124単位だけは同
じにしようということになった。各大学とも一般教育課程を続々廃止した。大学によって
は、一般教育を残すとか、外国語センターなるものを立ち上げるとか、いろいろなことが
始まった。現在、外国語センター方式でやっている大学もあれば、国際教養大学のように
全クラスを英語で教えるとか、全員を１年間留学させるようになっている大学もある。２）
結果的に、これは資金力がある大学とそうでない大学との格差を広げることになったと思
う。
2　日本はTOEIC, TOEFLの評価が先進国の中で一番低いとよく言われている。日本はア
ジアでいちはやく西欧にならって近代国家を形成したが、国際競争力としての英語力はア
ジアの他の国々と比較して低く、その結果、英文法中心の英語教育が土着化したのである。
この流れはずっと長い間続いてきた。先進国としての生活水準を保つために国際化を推進
する必要がある。英語力が高い人口が少ない。小学校5，6年から英語が導入された。でも
大学の英語教育は、弱体化しつつあるように見えて仕方がない。
　英語教育で大切なことは英語力の到達レベルの設定である。到達目標を明確にして、紆
余曲折はあるものの、その到達目標に向かって進む。ではその到達すべきレベルをどの程
度にしたらよいのか。TOEICは何点、英検では何級にするかは、教師が皆悩む問題である。
各大学ではそれぞれ抱える学生の英語の成績の状況によって違うと思われるが、標準的に
は、TOEIC500~600点、英検2級～準1級あたりであろう。欧米では、外国語の到達度を示
すために、外国語学習者「200時間」、あるいは「300時間」などと、「量」を具体的に明示
する考え方をとることが多い。TOEFLにおける日本の得点の低さは、日本人受験者の異
常な多さ（1997～98年の日本の受験者は14万6439人）、言い換えれば受験者の大衆化の結
果によるものと説明される。諸外国では選ばれたエリート層が受験するのに対して、日本
の受験者は必ずしもエリート層に限られていないからである。３）
　言われるまでもなく、一般的に日本人の英語苦手意識はかなり根深い。理由のひとつは、
社会全体が英語力を問題視しすぎることではないだろうか。中学（今や小学校）から高校
まで毎週のように試され、大学入試でも英語はまず避けて通れない。就職後も、TOEIC
試験を昇進の条件として無理強いされたり、ユニクロや楽天では英語が社内公用語とされ
たり、試練が続いている。ここまで痛めつけられれば、苦手意識やコンプレックスを抱い
たり、英語嫌いになるのも当然だろう。４）英語という一教科が、教師から学生、生徒全
員に一方的に与えられるだけである。それでいて学生、生徒は、好むと好まざるにかかわ
らず、「英語好き」或いは「英語ができるよう」になるように期待される。英語を通じて、
多様な価値や異文化に目を向けさせるはずの外国語教育本来のあり方からすれば、日本の
この現状は、異様な光景と映る。しかし、外国語、特に英語で書かかれた文章は、質量と
もに日本語で構成された空間とは比較にならない。東西冷戦終結後の四半世紀、ヨーロッ
パでも韓国でも中国語でも英語で構成された空間のなかで活動する人々が急増した。英語
を母語としない人も英語で発信し、学術成果を発表するのが当たり前になった。英語を使
わないと仕事にならないのだから、英語を軽視することはできない。５）
　ここにきて、また、大学入試センター試験見直しの議論が出てきている。達成度テス
トと言われるものになりそうで、年複数回行われる模様である。達成度テストは、基礎
型、発達型の２種類の試験を用意し、各大学が選べるようにする案も出ている。６）米国
では複数回受験が可能である。大学進学適正試験SAT（Scholastic Assessment Test）は
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年７回実施し、フランスでは中等教育修了証及び大学入学資格「バカロレア」（Baccalauri）
を年１回実施する。議論には、高校から大学にかけて、どうような教育でどのような人材
の育成をめざすのかという、大局的な視点が必要である。７）
　恐らく、日本が必要としているのは、専門家相手の英語の読み書きで足りる学者ではな
い。あくまでも理想であるが、世界に向かって、一人の日本人として、英語で意味のある
発言ができる人材である。必ずしも日本の利益を代表する必要はなく、場合によっては日
本を批判することが出来る人材である。日本語を〈母語〉とする人間がそこまでいくのは、
並大抵のことではない。このような優れたバイリンガルが充分な数で存在するのは、この
先日本にとって絶対に必要なことである。そして、それには少数の人を育てる以外には実
現のしようがない。日本人全員がバイリンガルになりたいわけではない。また、なれるわ
けでもない。すべての国民に同じ英語教育を与えている限り、そのような優れたバイリン
ガルは育たない可能性が高い。国策として、国民の一部を優れたバイリンガルに育てると
いう方針を選ぶ以外に、英語の世紀のなかでの「言語的孤立」を避ける道はないのである。８）
　シンガポールという国は、よく話題に上る。「英語公用語」を唱える人たちが理想とし
て挙げる国である。シンガポールの作家はふつう英語で書くのである。シンガポールのよ
うな国に「国民総バイリンガル社会」の理想を見出すのは、ほかでもない、言葉というも
のを、「話し言葉」を中心に見ているからである。英語の世紀に入った今、非・英語圏に
おいて、英語に吸いこまれていく人は増えていかざるをえない。非・英語圏の〈国語〉に
とっての、さらなる悲劇は、英語ができなくてはならないという強迫観念が社会のなかに
拡大していくことにある。９）
　文部科学省は、2008年２月に発表された「新学習指導要領」で、小学校の高学年から「片
言でも通じる喜びを教える」ために英語教育を導入することを決定した。教育とは最終的
に時間とエネルギーの配分でしかない。学校教育を通じて多くの人が英語をできるように
なればなるほどいいという前提を、まさに、学校教育の場において否定されているのが
現状である。それは、学校教育から英語教育をなくすべきだというのではない。国の責任
として、すべての国民に、英語を読む能力の最初のとっかかりを与える。インターネット
の時代、一番必要になるのは、「片言で通じる喜び」などではない。それは、世界中で流
通する英語を読む能力である。この先五十年、百年、最も必要になるのは、この英語を読
む能力である。何はともあれ、学校教育で、英語を読む能力の最初のとっかかりを与える。
その先は英語は選択科目にする。もちろん、他の言語の学習も奨励するのは自明の理であ
る。10）
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　Globalizationとは、本来、globalize〈「世界的規模にする、全世界に及ぼす（適用する）、
世界化する」〉から来ている言葉である。Globalizationは、国を越えた人の流れ、移動を
大きく変えたことは紛れもない事実である。最近盛んに、もてはやされるグローバル人材
とは一体どういう人材を言うのだろうか。「産学連携によるグローバル人材育成推進会議」
での定義では、「日本人としてのアイデンティティーを持ちながら、教養と専門性、異な
る文化を乗り越えてのコミュニケーション能力や協調性、創造性や社会貢献の意識をもっ
た人材」となっている。
　大学活性化や国際化の議論に、グローバル人材育成を関連付け、取り組んでいる大学も
ある。グローバル人材の育成は当然大切で、おろそかにできないことであるが、その議論
の中で、海外に留学する学生の少なさがよく取りざたされる。このところ５年続けて留学
者数が減っている。これは若者の「内向き志向」の表れではないかと言われている。しか
し「留学ジャーナル」の調査ではその２年間（10年、11年）、留学者は２割づつ増えてい
るという。興味を引かれたのはその理由の分析である。「楽天とユニクロが英語を社内公
用語にすると発表したことで、社会のグローバル化に関心が集まったのではないか」とい
う。就職や仕事に有利となれば、海を渡る学生は増える。11）
　海外で働くには、文化、価値観を理解し、それを受容できる資質が求められる。ビジネ
スの現場で起こる様々な問題に対し、固定観念にとらわれず、「柔軟に対応する能力」と
言い換えてもいい。これからのビジネスにとって、現地語での日常会話程度の語学力と、
一定水準以上の英語力は必須の時代となってきている。特に英語力については、付き合う
相手方によって、「日本と相手国の歴史と文化、科学知識、世界情勢などの教養に裏打ち
された英語力」が求められる場合もある。12）
　楽天が「英語公用語化」を2010年に打ち出してから２年が経過する。昨年2012年７月２
日に迫った完全実施を前に三木谷浩史社長が６月29日講演し、「日本の大企業は英語がで
きず、世界のリーダーになれなかった」と英語で持論を展開した。日本外国特派員協会で
講演した三木谷氏は、「日本語だけを使っていると、世界で何が起きているか把握できな
い。日本の産業界は目を覚ますべきだ」と語っている。社員は職位によって到達すべき
TOEICの点数を課されている。管理職なるには、650～750点が必要である。７月から日
本語での会議は原則禁止されるが、私語などでの日本語は許される。社員８千人のうち１
割程度が外国人だが、大半が日本語を話せるので、職場での会話は日本語が多い。それで
も「海外子会社の社員らとの距離が縮まり、情報共有がしやすくなった」など、英語化の
効果を実感する声もある。13）
　また楽天と同様に、2012年３月に英語を社内公用語化にしたユニクロ柳井社長はグロー
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バル人材について次のようにインタビューで答えている。「私の定義は簡単です。日本で
やっている仕事が、世界中、どこでもできる。少子化で日本は市場としての魅力が薄れ、
企業は世界で競争しないと成長できなくなった。必要なのは、その国の文化や思考を理解
して、相手と本音で話せる力です。」―英語を社内公用語にするのもそのため？「これか
らのビジネスで英語を話せないのは、車を運転するのに免許がないのと一緒。欧米はもち
ろん、アジアでもビジネス言語は英語です。小売業という最も国内市場に根差した会社の
経営者でも考えることだから、製造業なら当然だし、ほかのサービスにも当てはまる流れ
だ」―社内公用語にまでする必要がありましたか。「そうでもしないと社員は勉強しない。
日本人社員だけなら日本語で話しても良いが、３～５年で本部社員の半数は外国人にする。
英語なしでは会議もできなくなる」「ただ、英語はあくまでもビジネスの道具で、我々の
思考や文化の基準言語は日本語のままです。思考まで海外企業と同化しようというわけで
はない」―英語だけは苦手という優秀な学生は採用しますか。「いらない」とかなり手厳
しい。ユニクロの社内でのTOEICの目標は700点である。14）
　このように経済界は、大学よりも「グローバル人材」の育成にとても積極的である。だ
が、企業の中には、グローバル人材育成について別の見方をしているところもある。71か
国に拠点も持ち、ファスナー事業の世界シェア45％というYKK（吉田工業株式会社）の
吉田忠祐社長は「グローバル人材不足と言われてもピンとこない。そもそもグローバル人
材って何ですか」と問いかけ、「人材不足」という見方に首をかしげる。YKKグループで
は日本からの社員約600人が海外で働く。入社４、５年で最初の海外赴任をする。営業職
などで入社すればほとんどが海外赴任し、在住機関が30年を超える社員もいるほどである。
それでも就職希望者は減っていない。YKKの場合、アパレル企業などの海外展開につれて、
海外経験のない社員がアジア、南米、アフリカに派遣され、工場や営業拠点を立ち上げて
きた。「英語ができて、経営学修士（MBA）の資格も持つような社員はもともといない」。
多くは言葉も習慣も違う地域の現場で悪戦苦闘しながら、仕事を組み立てた。「一つの地
域で理解力、受容力が培えれば、どんな国でも仕事はできる」。大学教育や留学によるグロー
バル人材の育成と異なり、YKKのように、社会に出てから現場で人材を育てる道も一案である。15）
大学では、その下地をしっかりと作っておくことが今後の鍵となるように思われる。
Ⅲ
　自民党の教育再生実行本部は、2013年４月８日、英語能力を測る、世界的に普及した
TOEFLを大学入試に義務づけるなど、海外で活躍できる人材の育成を目的とした教育政
策を安倍首相に提言した。16）
　大学入試にTOEFL導入について提言した教育再生実行本部長・衆議院議員・遠藤利明
6氏は、「現場の英語の先生たちは反対していますね。よくわかります。今までなじんだシ
ステムががらりと変わるんだから。ただ、私たちは先生のためではなく、生徒のために
改革するんです。企業のみなさんは賛成してくれていますよ。私は受けたことはないで
す。受けても10点ぐらいでしょうか。英会話も習ったこともあります。うまくなりません
でしたが。グローバル時代の政治家として国会議員もTOEFLを立候補要件にしてはどう
か、ですか。そういう声も聞きます。でも、政治家とは英語力がないと務まらないのかど
うか。私は、国際化の中で生きるこれからの子どもたちにとって必要だと言っているので
す。」とインタビューで答えている。
　これに対する反論を、教育学者・和歌山大学教授の江利川春雄氏は「グローバル人材イ
コール英語ができる人、という見方は狭いし短絡的です。日本企業が出て行く先も日本に
来る外国人を見ても、英語国とは限りません。実は日本ほど教育現場が英語一色の国も珍
しいのです。中学で英語が嫌いになると、高校でも英語しかないため、さらに嫌いになっ
たりしかねません。英語以外の外国語を学ぶ場を提供することも重要です。政治が英語教
育の後押しをしてくれるなら、40人一斉型の授業をやめてクラスの規模を小さくするとか、
教員や機材を充実させるとか、その方が有益です。では授業で何を教えるべきか。基本的
な文法や音声、語彙などの土台づくりと言語のおもしろさです。将来、留学や仕事などで
英語が必要になった時に、自力で頑張れば伸びることが出来る基礎をつくっておく。それ
が学校教育の目的です。」と語っている。17）いきなり海外留学に必要なTOEFLを大学入
試に導入するよりも、センター試験に代わる到達度テストを導入する方が現実的であり、
望ましいと思われる。
　英語を自在に操る。それは今日、有為な人材と見なされるための必須の条件であるかの
ようである。英語教育の見直し論自体はずっと以前から繰り返されてきた。学校での教え
方がよくなり、学びやすくなるなら、それに越したことはない。ただ、語学の決め手は実
は日本語だ、とロシア語の同時通訳として知られた作家の故米原万理さんは書いている。
「日本語が下手な人は、外国語を身につけられるけれども、その日本語の下手さ加減より
もさらに下手にしか身につかない」と。18）
　「授業は英語で行うことを基本とする」という新学習指導要領が、今年度（2013年）４
月から高校で実施される。2009年３月改訂の高校の学習指導要領が4年間の移行期間を経
て、今年度から全面実施される。「授業は英語で行うことを基本とする」と明記され、今
年度は１年生で、14年度は１～２年、15年度から全学年と広がる。ベネッセ教育研究開発
センターが８～９月、全国の英語教師50人に聞き取り調査したところ、不安・課題として、
①文法は日本語で説明しないと理解できないのでは（68％）②苦手な生徒が英語だけで理
解できるか（66％）③大学入試に対応できる学力をつかられるか（54％）などが挙がって
いる19）
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　文部科学省は1980年代後半にコミュニケーション能力重視へとかじを切り、94年、話
したり聞いたりする力を養う新科目「オーラルコミュニケーション」を高校に導入した。
2003年には「英語が使える日本人」育成のための行動計画を策定した。中卒段階で平易な
応対ができ（英検3級程度）、高卒段階では日常的な話題についてコミュニケーションでき
る（英検2級～準2級程度）ことを目標とし、英語の授業の大半を英語で行う見直し策をま
とめた。結果は芳しくない。11年の調査によると、目標を達成したのは公立中高ともに3
割程度である。10年度調査では、公立高校普通科などで、「オーラル・コミュニケーションⅠ」
を教える教員のうち、授業のほとんどを英語で行っているのは２割に過ぎなかった。20）
「英語の授業は英語で」という点ばかりが注目されているが、授業の方法を変えることが
重要なのである。文法や構文を教えたままにせず、話したり書いたりする練習の場を与え、
生徒が使えるようにする。どうしても必要なら、先生は日本語を適宜使ってもいいと思う。
英文を正確に訳せる能力を否定するものではない。しかも訳読はさせても生徒に意見を求
めない。自分は何をどう思うか考えさせない。これでいいのだろうか。英語は一部の日本
人だけの特別なものではなくなった。会社に外国人が来たり、技術指導などで外国に出た
りすることは珍しくない。将来、英語でも仕事ができるようになる素地を、学校で育てる
ことが求められていることは確かである。21）
　慶応大学の大津由紀雄教授（現在は明海大学教授）は、次のように指摘している。「私は「コ
ミュニケーション重視の英語教育」とか、「英語の授業は基本的に英語で」というのは間
違っているし、危険だと考えています。なぜ間違っているか。皮肉なことですが、子ども
たちにコミュニケーション力がつかないからです。英語でコミュニケーションしなさいと
言ったって、言葉の仕組みも知らず、発表や議論のための力も身につていない今の子ども
たちに強行したら、せいぜい決まり文句をだらだら連ねるしかできません。それでいいの
ですか。でも一般の人たちには聞こえがいい。ニュース番組が報じる街の声は「当然でしょ
う」「今までの英語教育はおかしかった」です。「だから、英語で」とくる。これでは中学
や高校の先生を追いやっちゃう。対応できる先生は絶対的に不足していますから。（中略）
英語で言えば、英語の環境のなかで、母語として言語の仕組みを意識することなく「獲
得」していく。一方、我々はすでに日本語という母語があります。英語のとの接触は質も
量も限られている。なので、外国語としての英語の仕組みを意識的に、意図的に「学習」
していく必要があります。実際には、これをごっちゃにした議論が多すぎます。日本語で
「本を読む」が英語では「read a book」です。両者で語順が逆転します。日本語と英語は
言葉の仕組みが非常に違う。このことを、中学段階でしっかり定着させないといけません。
また、その過程で、母語である日本語の運用力も磨かれます。そこで必要になってくるの
が英文法、英文解釈、英作文の「３点セット」です。せっかく日本語という母語があるの
だから、英語の文法や構文といった仕組み、解釈の仕方、英語への訳し方について、日本
8語で教える方が生徒には伝わるし、効率もいい。英語で教えようとしても、もともとわか
らない子はますますわからなくなるだけです。英文解釈で培われる力は、英語の運用能力
を築く際の基本です。（中略）だって、これは外国語学習の王道で、これをやめることは
外国語学習をあきらめること以外の何物でもないですから。（中略）授業の大半が日本語
の解説でもたいした問題じゃありません。テレビでもインターネットでも、いくらでも英
語に触れることができます。繰り返しますが、それより日本語で生徒に説明することが大
事です。英語教育の目的は、将来、英語が必要になったら、ちゃんと使えるようになれる
基礎的な力を養うことです。」22）
　文学・読解・文法・和訳忌避の傾向を決定的にしたのは、昭和後期から「実用」、「英会
話」、「生きた英語」、「国際理解」、「異文化理解」など魅力的な粉飾を施された「コミュニ
ケーション」の理念である。言語本来の機能がコミュニケーションである以上、「言語教
育においてコミュニケーションが重要である」という理念自体は、まさに類語反復とも言
えるほどに自明であり、反駁することはできない。だが、昭和後期以降の「コミュニケー
ション」の問題は、それが文法・読解学習を排斥する運動のスローガンとして用いられた
ということである。まずは文法・読解の基礎を築いてからその運用の能力を育成していく
のが正しい手順であり、その伝統的な学習法で十分なコミュニケーション能力が育成でき
なかったとすれば、それは文法・読解の訓練が不十分であるからにほかならない。しかし
ながら、日本の教育現場においては、授業時間数、教師の指導力、生徒の学習意欲、その
他さまざまな制約があって、文法、読解、作文、会話などの指導をバランスよく行ないつつ、
生徒の総合的な英語力を、本来の意味でのコミュニケーションを可能ならしめるような高
度なレベルに高めていくことがきわめて難しい。「実用」か「文法」か「コミュニケーショ
ン」かという二項対立が生じ、英語教育に関わる者たちは、それぞれの陣営に分かれてお
互いを批判し合うことになった。そして、そのような不毛な対立のなかで、「文法を気に
せずにコミュニケーションを図ることが重要である」、「文法的な間違いを気にするな」と
いう、学習の基本に反する言説が成立したのである。23）
　それではコミュニケーション重視か文法・訳読重視か。鳥飼玖美子立教大学特任教授は
どちらの立場ですかと聞かれて以下のように答えている。「どちらも正しいんです。『コミュ
ニケーションが大事』というのも、『読み書きを重視しないとだめ』というのもその通り
です。ですが、いまの子どもたちはどちらも出来なくなっている。もう論争はやめて、両
方出来るような、しかも日本人の特性に合った、最大限の効果を出すような教育方法をみ
なさんで考えませんか、と言いたいですね。ある程度の基礎力を身見つけたら、学校教育
として使命を果たしたと思っていいのでは。あとは本人の努力です。」24）
　グローバル化と言われる時代、我々が学ぶべき英語はどういうものであるべきだろうか。
英語に対するパラダイムシフト（考え方の大転換）が必要だと主張して、鳥飼教授はさら
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に次のように主張している。「みなさん、『世界はグローバル化した、グローバル化時代は
英語が必要だ』とおっしゃいますが、本当にその意味を理解していらっしゃるのでしょ
うか。英語はもはや米英人など母語話者だけの言葉ではありません。インドやシンガポー
ルのように英語が公用語の国の人たちと英語を外国語として使う国の人たちを合わせると
十億人。みなさんが英語を使う相手は後者の確率がはるかに高い。英語は米英人の基準に
合わせる必要はない時代に入りました。私がパラダイムシフトと呼ぶのはそういう意味で
す」と。25）
Ⅳ
　英語が国際共通語として定着してきた現在、国際共通語としての英語を従来のアメリカ
（英）語とイギリス（英）語と同列に扱うことは困難になってくる。少なくともコミュニ
ケーションのための英語というのなら、無自覚に米英の文化に重点を置いて教えようとし
ない方が望ましい。国際共通語としての英語に、もう一つ重要な要素があるように思われ
る。それは自分らしさを出したり、自分の文化をひきずったりしてもいいということであ
る。「『アメリカ人はそうは言わない』と言われたら、『アメリカでは言わないが、日本で
は言います。』日本人は日本人らしい英語を話し、相手は例えば中国人なら中国人らしい
英語を話し、でも基本は守っているから英語として通じる、コミュニケーションが出来る。
これが、あるべき国際共通語としての英語です」と鳥飼教授は、一歩先を見据えて、その
考えを述べている。26）
　その他に、いくつか国際的なコミュニケーションの手段として注目されているものとし
ては、Globishなどが挙げられる。グロービッシュは、英語を母国語としない人同士の実
用的なコミュニケーションの「道具」という考え方である。1500語の基本語とその派生語
だけで表現する。”my nephew”（私の甥）を”the son of my brother”（私の兄弟の息子）
などと表現する。文を短くする。受け身（受動態）はできるだけ使わないなどのルールが
ある。Globish提唱者ジャンポール・ネリエール（1940年フランス生まれ）が2004年に刊
行したGlobish The World Overは日本でも翻訳されている。彼は朝日新聞のインタービュ
ウの中で、「英語圏以外の人の英語は完全ではないが、彼らの間ではシンプルで理解され
やすいということだ。この英語をグロービッシュと呼ぶ活動を始めた。目的は理解しても
らうことで、ネーティブのように上手に話すことではない。コミュニケーションの新しい
考え方だ。比喩やユーモアは避ける。私の理想は人びとがそれぞれの母国語を話し、制限
はあるものの「十分」な英語を話すことである。グロービッシュを話すことで、英語によ
る文化的な侵略から自分たちの文化を守ることが出来る」と語っている。また英語を母国
語としない人同士の英語としてはイングリッシュ・アズ・ア・リンガ・フランカ（ELF）
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（世界共通語としての英語）という考え方があり、用法の正確さより「伝えること」に
力点を置いている。インドやシンガポールの英語など、各国特有の英語を認めるWorld 
Englishes（世界諸英語）という考え方も1980年ごろから出てきている。イギリスの言語
学者デビット・グラドルはEnglish Nextという論文の中で「シェイクスピアの言葉を急速
に脅かしているのは英語自身だ」と指摘し、母語に加えて英語を話す人が増える中で、「英
語しか話さない人の経済的な将来は暗い」と皮肉な見方をしている。27） 
　日本の外国語教育の維持発展のためには、英語に加えて複数の言語の学習機会が増える
ことが望まれると思われる。複数の言語の世界に足を踏み入れる機会が増えれば、それ
だけ文化の生態系の多様性を認識することになる。母語プラス２言語を、部分的にでも
いいからある程度使えることを目指す「複言語主義」などの欧州評議会の言語政策、中
でもいわゆる「ヨーロッパ言語共通参照枠」CEFR(Common European Framework of 
Reference for Languages: Learning, Teaching, Assessment)や言語ポートフォリオ等の理
念や実践は大いに参考となる。しかし、その目的が最初から異なる外来の借り物をそのま
まの形で利用することはできない。独自の理念や言語政策に基づいて、日本に適したあり
方を模索する自前の努力が決定的に重要である。28） 
Ⅴ
　小、中、高の教員になる場合には、教員免許状を取得し、かつ教員採用試験に合格する
必要がある。これに対し、大学教員には、伝統的に教員免許状は要求されず、教職科目を
履修する義務もない。公募に際しては、原則的に修士課程以上を修了し、専門分野の知識
の有無が、著作や論文などの「研究業績」によって判定・評価されるだけで、教育その
ものに関する素養や、授業の方法・技術は、主に教員になってから、現場で自ら経験を積
みながら習得するのが一般的である。大学の授業も教員任せにせず、伝統的な初頭・中等
教育学の理論を応用したり、大学生を対象にした高等教育学の理論を新たに構築したりと
いった取り組みが課題と言える。大学教員の指導力向上が大学教育改革の課題である。29）
　2011年に小学校で必修化された年35コマの外国語活動（英語）の授業について、公益財
団法人「日本英語検定協会」が2012年12月に行った聞き取り調査には全国の1309校が次の
ように回答している。「スムーズに進んでいる」と答えた学校は24％、「課題はあるが進ん
でいる」が66％、「課題があり不安が残る」８％と、何らかの課題を抱えている学校が11
ポイント増加した。具体的な課題を尋ねると、「外国人助手との連携」、「担任の指導力や
技術」、「指導内容や方法」がいずれも半数を超えている。外国語活動を導入したことの影
響については、複数回答で「児童の外国語や異文化への理解の向上」が75％、「教員の負担」
55％、「教員の力量に関する悩み」が53％などであった。30）
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　このように、小学校の教員が英語を教えることを想定していないので、現場は混乱して
いる。一番の問題は、推進派が早く始める必要性を理解していない点である。「早いほど
いい」というのは幻想で、母語の獲得と英語の学習は違う。米国の子どもが英語を母語と
して獲得できるのは、起きてから寝るまでずっと接しているからである。日本でそこまで
するのは難しいし、小学校で教科として早くから教えるとなれば、要員の見直しが必要と
なる。教科書も作り、評価もしないといけない。小学校は発達段階にあり、まず日本語を
しっかり身につけておかないと、思考の根幹が揺らいでしまう恐れがある。カナダの移民
を対象にした調査で、ある程度母語を身につけておいた方が第2言語も身につきやすいと
いう結果も出ている。家庭では、「我が子には英語がしゃべれるようになってほしい」と
いう、親の気持ちの押し付けにならないようにしてほしいものである。それが裏目に出て、
早い段階から子どもに挫折感を与える場合があり得る。最近は中学では、英語嫌いが増え
ていると言われる。英語は、中学からでよいと思う。31）
　日本の英語教育見直すべきと考える人75％、方法は分かれる。（リサーチパネル調査、
３万6898人が対象）これまで実際に日本の英語教育を受けてきた世間一般の人々の意見
は？そこで「日本の英語教育は見直すべきだと思いますか？」と聞いたところ、「思う
75％、思わない７・４％、分からない17・６％」であった。世代別では、10代：64・９％、
20代：68％、30代：71・ ８ ％、40代：74・ ８ ％、50代：80％、60代：81・ ７ ％、70代：
78：５％であった。年配世代の方がより多く見直すべきと考えている。子や孫の世代には、
英語が話せるようになってほしいの表れか。「英語を話せるようになる教育を」求める人
たちの声は、「文法ばかりやっても意味がない。喋れないと」、「もっと話せる英語教育に
しないと」、「勉強する以上は話せないと！受験英語は見直せ！」などである。見直す必要
はないと思う人たちの意見は、「日本語も満足に話せないのに英語を教えるなんてバカげ
ている。英語の授業で英文の意味を日本語に訳したらその日本語の意味も分からない・・・
という笑えない事実が有る」、「そもそも小学校で英語教育など不要、寧ろ、正しい日本語
教育を根本から行うべき」、「子供の頃から英語なんか早すぎ。逆にまず日本語をしっかり
覚えさせるべきだと思う」など、日本語教育に力をいれるべきと考える人たちの意見が目
立った。その他に「思わない」に書き込まれた意見は、「例えば読み書きできれば十分な
ら今のままでも良い、目的があって話せるようになりたいなら勝手に学べば良いし、誰か
が強制するもではない」、「今更何をやっても無駄です。英語を身に着けたい人は私のよう
に英語圏の学校に行ったり、英語圏の企業に就職しなとダメです」、「学校でのみの教育状
況でしたが、それなりに（英語を）理解できています。結局自覚の問題でしょう」、「十分
見直されていると思う、もともと日本語と異なる構成だから、習得するにはかなりの時間
と努力を要する。寝転がったままダイエットできないのと同じ」などである。実際にある
程度英語を習得している人は、それは個人の努力と考えているようである。32）
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　中高の英語教育を変えるには、先生の英語力を上げる必要があるとのことであるが、こ
れが生徒の英語力につながるとは限らない。生徒に英語で聴いたり、話したりする機会を
多く持たせるような先生の「教育力」がなければ生徒の英語力は伸びないものである。授
業以外でどれだけ英語に接触できるかが習得の鍵であり、生徒が主体的に学習できるよう
に導いていくのが教師の役目だと思う。33）
　つまり教科書を含めて、教材開発や指導法を教える単発の教員研修だけでは不十分で、
継続的な研修によって教師の固定観念を変える必要がある。教師がプロとして学ぶ機会が
保障されない限り、日本の英語教育は変わらない。生徒を変えるには、カリキュラムを変
える前に教師自身が変わらなければならない。34）
　今、本当に問われているのは、英語の単なる運用のskillや目先の実用的な効果よりも、
むしろその教育に対する姿勢である。英語を通じての異文化理解とは、英語のskillや知識
の教育にとどまらず、それを通じて自己中心的な考え方から、多様で相対的な世界の認識
へと学生、生徒を促すものであると思われる。英語を教えることについては、今や予備校
の教師の評価が高い。大学の英語教師も、予備校講師並とは言わないが、日々教えること
に努力しなければならい。また、英語の文化的背景に対する関心の深さは、教師の力量を
分ける大切なポイントであると思われる。それと科目に関わらず、最終的には、大学教師
自身のものの考え方、感じ方、生き方そのものに尽きるのではないか。35）
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